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Ⅰ 平成 30 年度当初予算の概要 
 

１ 予算編成の背景  

（１）国の予算編成状況 

「経済・財政再生計画」における集中改革期間の最終年度であり、歳出改革

等財政健全化への着実な取り組みを進める一方で、保育の受け皿整備等「人づ

くり革命」の推進や企業による設備や人材への力強い投資、研究開発・イノベ

ーションの促進等重要な政策課題に必要な予算措置を講じるなど、メリハリの

効いた予算を目指し編成された。 

東日本大震災からの復興に向けても、対応の強化を着実に進めるとしている。 

 

（２）地方財政対策 

地方が子ども・子育て支援や地方創生、公共施設等の適正管理等に取り組み

つつ、安定的な財政運営を行うことができるよう、地方交付税等の一般財源総

額について、平成29年度を0.04兆円上回る額を確保するとともに、復旧・復興
事業等についても、引き続き通常収支とは別枠で整理し、震災復興特別交付税

を確保する内容となった。 
① 通常収支分 

○ 地方財源の確保 
一般財源総額 62兆1,159億円（前年度比＋0.1％） 

○ 地方交付税の確保 
地方交付税  16兆85億円（前年度比△2.0％） 

【参考】実質的な地方交付税総額の推移（単位：兆円）
H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

実質的な地方交付税 24.6 23.6 23.6 23.3 22.5 21.3 20.5 20.3 20.1
うち地方交付税 16.9 17.4 17.5 17.1 16.9 16.8 16.7 16.3 16.1
うち臨時財政対策債 7.7 6.2 6.1 6.2 5.6 4.5 3.8 4.0 4.0
＊地方交付税には、震災復興特別交付税は含んでいない。  

○ 公共施設等の適正管理の推進 
公共施設等適正管理推進事業費  0.5兆円（前年度比＋37.1％） 

○ まち・ひと・しごと創生事業費の確保 
平成30年度においても引き続き1兆円を確保 

② 東日本大震災分 

○ 震災復興特別交付税による措置 
直轄・補助事業の地方負担分、地方単独事業分、地方税等の減収分を措置

するため0.4兆円（前年度比△6.1％）を確保 
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２ 平成 30 年度 一般会計 当初予算の概要 

（１）予算編成の基本的な考え方 

 
平成 30 年度予算は、 
 

「力強く活力を生み出す年」 
～旧避難指示区域の再生と生産年齢人口の拡大 

に全力で取り組む予算～ 
  

として、行政経営方針に掲げる３つの最重点方針に基づく施策の推進を基本に

編成した。 

 

～最重点方針１ 復興のさらなる推進～ 

 

 
     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人材確保策の推進（看護師、介護士、保育士等の確保） 

○「ロボットのまち南相馬」の定着化（ロボットテストフィールド関連施策の推進等） 

○産業の再生と振興（生産基盤の整備、農林水産業再興プランの推進等） 

○災害に強い都市基盤の整備（海岸防災林・河川堤防防潮堤・雨水排水整備等） 

○放射性物質への不安払しょくに向けた取組（農産物の検査、健康相談等） 

○地域医療・福祉提供体制の充実（人工透析医療体制の整備） 

○高齢者が健康で活躍できる環境の整備 

○公共交通の充実（運転手の確保支援、自動走行バスの実証実験等） 

○市民活動の活性化に向けた支援 

○地域コミュニティの再生 

○復興事業の推進に伴う安全の確保（交通事故対策、防犯体制の強化等） 

○省エネの推進と家庭・企業における再生可能エネルギーの活用促進 

○全国植樹祭等の場を活用した、復興状況の積極的な発信 
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～最重点方針２ 旧避難指示区域の再生～ 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～最重点方針３ 生産年齢人口の拡大～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○生活環境の整備（空き地・空き家対策の推進、防犯体制の強化、景観美化、山間地

域及び沿岸地域の再生、井田川地域再生ビジョンの推進等） 

○復興拠点施設を核とした賑わいの創出 

○買い物ができる環境の確保（商業施設の開店に向けた準備） 

○医療・福祉体制の確保 

○子育て環境の整備（認定こども園、子どもの遊び場） 

○公共交通対策 

○地域コミュニティの再生 

○民間との協働による生活支援の推進（復興デザインセンターの活用、民間の先進的

な取組との連携等） 

○「小高復興アクション・プラン」の推進 

〇移住・定住の促進（住宅の確保をはじめとする住環境整備、地域おこし協力隊の活

用等） 

○魅力的な就労の場の確保（地場産業の支援、企業誘致等） 

○地域における創業支援 

○街なか賑わいの創出（セデッテかしまから街なかへの誘導等） 

○交流人口の拡大（婚活支援、経済交流、みなみそうま復興大学等） 

〇妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援体制の構築 

○子どもの医療環境の確保（小児医療体制の充実等） 

○生きぬく力の育成（知・徳・体のバランスのとれた、全国トップレベルの児童生徒

の育成） 

○高校生等のまちづくりへの参画の促進 

○未来を担う地域リーダーの育成（南相馬みらい創造塾、南相馬農業復興チャレンジ

塾の活動促進） 
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（２）当初予算の概要 

 

  ①予算規模  

 

 一般会計の予算規模は、５１５億９，２４９万３千円となった。 

 

対前年度当初比  ７３億５，１３６万円減（▲１２．５％） 

 

＊実質的な当初予算ベースとするため平成22年度は補正後としている。 
 

 

【参考：全会計の予算規模】 

（単位：千円、％） 

区分 平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

一般会計 51,592,493 58,943,853 ▲ 7,351,360 ▲ 12.5

特別会計（11会計） 20,789,810 23,915,389 ▲ 3,125,579 ▲ 13.1

公営企業会計（4会計） 11,797,696 11,914,802 ▲ 117,106 ▲ 1.0

合計 84,179,999 94,774,044 ▲ 10,594,045 ▲ 11.2
 

＊特別会計に平成29年度をもって廃止予定の「宅地造成事業特別会計」を含む。
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【事業別と行政経営方針別】 

 

170億円

230億円
平成30年度

516億円 （ 23,001,763千円）

51,592,493 前年度比 ▲ 87億円 21億円
千円 ▲ 27.4％減

前年度比 75億円

▲73億円

▲ 7,351,360
千円 27億円

平成29年度

589億円 286億円
58,943,853

千円 （ 28,590,730千円）

223億円
前年度比 14億円

5.1％増

予算規模 行政経営方針別

震災関連事業

（東日本大震災対策費
原子力災害対策費
災害復旧費）

最重点方針１

その他（人件費、通常事業）

最重点方針２

最重点方針３

通常事業
その他復興事業
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②予算のフレーム（財源構成） 

 

157億円

（前年度比 ▲ 81億円）

230億円
平成30年度

516億円 （ 23,020,826千円） 52億円
（前年度比 ▲ 4億円）

51,592,493 前年度比 ▲ 87億円
千円 ▲ 27.4％減 など 21億円

（前年度比 ▲ 2億円）

前年度比

▲73億円

▲ 7,351,360 81億円
千円

（前年度比 13億円）

平成29年度 7億円
589億円 286億円 （前年度比 ▲ 6億円）

58,943,853

千円 （ 28,571,667千円）

179億円
前年度比 14億円 （前年度比 ▲ 1億円）

5.1％増

19億円
（前年度比 8億円）

震災復興特別交付税

予算規模 財源構成

震災関連事業

（東日本大震災対策費
原子力災害対策費
災害復旧費）

国県補助金、復興交付金基金繰入
金、起債、使用料など

財政調整基金繰入金

復旧・復興基金、みらい夢基金繰入金

通常事業

国県補助金、地域振興基金繰入金、
起債、使用料など

震災復興特別交付税

市税、（復興特交を除く）税外収入など
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③歳入予算の特徴 

 

市税では、復旧・復興事業進展に伴う従業員の減少等で個人市民税が減少する

ものの、評価替えや減免措置の変更等で固定資産税が増加となった。地方交付税

では、市税の減収補てん措置の減少等で震災復興特別交付税が大幅に減少となっ

た。また、除染事業や農業水利施設（ため池）対策関連事業費をはじめとする復

旧・復興事業の進展に伴い、国県支出金が大幅に減少となった。 

 

・市   税  ９０億５４百万円 対前年度比    2億33百万円増   2.6％増 

固定資産税で評価替えや減免措置の変更等により7億4百万円の増、個人市

民税で復旧・復興事業進展に伴う従業者の減少や過年度分申告の減少等に

より3億2百万円の減、市たばこ税で復旧・復興事業従事者の減少等に伴う

消費本数減少により1億45百万円の減等による。 

 

・地方交付税  １１４億３５百万円 対前年度比 △10億16百万円  △ 8.2％ 

震災復興特別交付税で市税の減収補てん措置額の減少等に伴う9億88百万

円の減による。 

 

・国庫支出金  ５３億６１百万円  対前年度比  △50億34百万円  △ 48.4％ 

ため池放射性物質対策事業委託金19億61百万円の皆減、福島再生加速化交

付金（帰還環境整備）11億80百万円の減、災害等廃棄物処理事業費補助金4

億59百万円の皆減、福島原子力災害避難区域等帰還・再生加速事業委託金5

億98百万円の減等による。 

 

・県 支 出 金  ９７億５２百万円  対前年度比  △5億12百万円   △ 5.0％ 

除染対策事業交付金20億69百万円の減、被災地域農業復興総合支援事業補

助金15億4百万円の増、福島県営農再開支援事業補助金3億58百万円の増等

による。 

 

・繰 入 金  ９２億６百万円   対前年度比  △6億16百万円    △ 6.3％ 

帰還環境整備交付金基金繰入金9億95百万円の減、東日本大震災復旧・復興

基金繰入金4億27百万円の減、東日本大震災復興交付金基金繰入金4億27百

万円の減、財政調整基金繰入金8億28百万円の増等による。 

 

・市   債  １７億３百万円   対前年度比  △4億86百万円    △22.2％ 

広域消防鹿島分署整備事業債2億70百万円の皆減、南相馬市テニスコート増

設事業債1億69百万円の減、臨時財政対策債2億13百万円の減、原町第一小

学校プール改築事業債1億23百万円の増等による。 
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一般会計歳入財源区分表

（単位：千円　・　％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

市 税 9,053,694 17.5 8,820,778 15.0 232,916 2.6

地 方 交 付税 11,435,458 22.2 12,451,293 21.1 △ 1,015,835 △ 8.2

そ の 他 5,478,804 10.6 4,701,955 8.0 776,849 16.5

小　　計 25,967,956 50.3 25,974,026 44.1 △ 6,070 0.0

国 庫 支 出金 5,361,153 10.4 10,394,692 17.6 △ 5,033,539 △ 48.4

県 支 出 金 9,752,340 18.9 10,263,973 17.4 △ 511,633 △ 5.0

市 債 815,800 1.6 1,089,300 1.9 △ 273,500 △ 25.1

そ の 他 9,695,244 18.8 11,221,862 19.0 △ 1,526,618 △ 13.6

小　　計 25,624,537 49.7 32,969,827 55.9 △ 7,345,290 △ 22.3

51,592,493 100.0 58,943,853 100.0 △ 7,351,360 △ 12.5

自 主 財 源 21,765,280 42.2 22,056,594 37.4 △ 291,314 △ 1.3

依 存 財 源 29,827,213 57.8 36,887,259 62.6 △ 7,060,046 △ 19.1

合　　計 51,592,493 100.0 58,943,853 100.0 △ 7,351,360 △ 12.5

　＊市債のうち臨時財政対策債は、一般財源『その他』に含まれる。 　

　＊一般財源『その他』の主なもの・・・地方消費税交付金、地方譲与税、繰越金

　＊特定財源『その他』の主なもの・・・繰入金（基金繰入金）

自
主
財
源
比
率

増減率

一

般

財

源

比　較

平成30年度
当初予算額

特

定

財

源

平成29年度
当初予算額

区　　分

合　　　計
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22.2%
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18.9%
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17.8%
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17.5%
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諸収入
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④歳出予算の特徴  

      

  除染関連事業や農業水利施設等保全再生事業（ため池放射性物質対策）の減な

どにより予算総額は大幅な減少となったものの、行政経営方針に基づく被災地域

農業復興総合支援事業（農業用機械等購入・貸付）などの産業復興に要する費用

や生産年齢人口拡大を目的とした移住・定住を促進する事業、子育て応援に関す

る事業など『力強く活力を生み出す年』の実現に向けた予算を計上した。 

 

ⅰ）目的別歳出予算 

・総 務 費   ７４億３４百万円 対前年度比 △ 7億46百万円   △ 9.1％ 

           帰還環境整備交付金基金積立金15億20百万円の減、東日本大震災復旧・

復興基金積立金3億77百万円の減、ふるさと応援基金積立金4億82百万円

の増、ふるさと応援寄附金協働のまちづくり事業助成金3億48百万円の増、

沿岸部大規模太陽光発電事業用地取得事業2億39百万円の増などによる。 

 

・民 生 費  １０２億１１百万円 対前年度比 △22億40百万円   △18.0％ 

事後モニタリング・フォローアップ除染事業18億62百万円の皆減、災害

廃棄物処理対策事業5億12百万円の皆減、児童手当支給事業52百万円の減、

小高区認定こども園整備事業42百万円の減、障がい者自立支援給付事業

91百万円の増、保育園管理運営事業71百万円の増、除去土壌等仮置場維

持管理事業56百万円の増などによる。 

 

・衛 生 費   ４０億７１百万円 対前年度比 3億64百万円増     9.8％増 

有害鳥獣焼却施設整備事業1億81百万円の増、ごみ焼却施設基幹的整備改

良事業1億円の増、し尿処理施設管理運営事業62百万円の増、焼却灰等一

時保管対策事業52百万円の増などによる。 

 

・農林水産費  １０２億９６百万円 対前年度比 △17億92百万円   △14.8％ 

農業水利施設等保全再生事業（対策工）28億55百万円の減、農林業系廃

棄物処理加速化事業10億29百万円の皆減、被災地域農業復興総合支援事

業（乾燥調製貯蔵施設）の再計上による10億3百万円の増、被災地域農業

復興総合支援事業10億3百万円の増などによる。 

 

・商 工 費   ５３億３８百万円 対前年度比 △ 1億96百万円   △ 3.5％ 

工場用地等整備事業特別会計繰出金6億15百万円の減、企業立地促進事業

助成金35百万円の減、中小企業支援仮設施設整備事業1億51百万円の増、

小高区商業施設整備事業1億45百万円の増、プレミアム付事業再開・帰還

促進券発行事業89百万円の増などによる。 



                     

 

- 11 - 

・土 木 費   ４６億８０百万円 対前年度比 △ 8億24百万円   △15.0％ 

防災集団移転促進事業1億74百万円の皆減、旧避難指示区域等河川環境整

備事業1億69百万円の減、社会資本整備総合交付金事業（復興）（河川）1

億38百万円の減、がけ地近接等危険住宅移転事業補助金（債務負担）1

億25百万円の減、社会資本整備総合交付金事業（市営住宅）（原町区）63

百万円の減、特別都市下水路改修事業62百万円の減、防災集団移転関連

道路整備事業40百万円の減などによる。 

 

・消 防 費   １１億９７百万円 対前年度比 △ 6億24百万円   △34.3％ 

広域消防鹿島分署整備事業2億66百万円の減、防災備蓄倉庫整備事業2億9

百万円の皆減、防災備蓄倉庫管理運営・備蓄物資配備事業1億1百万円の

減などによる。 

 

・教 育 費   ４５億４２百万円 対前年度比 △ 1億90百万円   △ 4.0％ 

南相馬市テニスコート増設事業5億34百万円の皆減、原町第一小学校プー

ル改築事業（原町区）1億55百万円の増、鹿島中学校バリアフリー化事業

82百万円の皆増、泉官衙遺跡史跡整備事業78百万円の増などによる。 

 

・災害復旧費    ２億９１百万円 対前年度比 △11億92百万円   △80.4％ 

過年発生公共災害復旧事業（都市公園施設）8億23百万円の皆減、過年発

生公共災害復旧事業（光ファイバー網）2億4百万円の皆減、仮設校舎敷

地復旧事業78百万円の皆減、過年発生公共災害復旧事業（道路橋梁施設）

59百万円の減などによる。 
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金額 構成比 金額 構成比

1 議 会 費 266,111 0.5 245,085 0.4 21,026 8.6

2 総 務 費 7,433,589 14.4 8,179,182 13.9 △ 745,593 △ 9.1

3 民 生 費 10,210,836 19.8 12,450,677 21.2 △ 2,239,841 △ 18.0

4 衛 生 費 4,070,774 7.9 3,707,022 6.3 363,752 9.8

5 労 働 費 66,920 0.1 65,433 0.1 1,487 2.3

6 農林水産業費 10,295,793 20.0 12,087,362 20.5 △ 1,791,569 △ 14.8

7 商 工 費 5,337,798 10.3 5,534,115 9.4 △ 196,317 △ 3.5

8 土 木 費 4,680,239 9.1 5,504,692 9.3 △ 824,453 △ 15.0

9 消 防 費 1,197,043 2.3 1,821,356 3.1 △ 624,313 △ 34.3

10教 育 費 4,541,637 8.8 4,731,333 8.0 △ 189,696 △ 4.0

11災 害 復 旧 費 291,077 0.6 1,482,622 2.5 △ 1,191,545 △ 80.4

12公 債 費 3,100,676 6.0 3,034,974 5.1 65,702 2.2

13予 備 費 100,000 0.2 100,000 0.2 0 0.0

合　　計 51,592,493 100.0 58,943,853 100.0 △ 7,351,360 △ 12.5

一般会計歳出目的別予算額の状況
（単位：千円 ・ ％）

款

平成３０年度
当初予算額

平成２９年度
当初予算額 比較 増減率
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ⅱ）性質別歳出予算 

ア 義務的経費  １２０億２３百万円  対前年度比 2億12百万円増 1.8％増 

 

・人 件 費   49億88百万円    対前年度比 40百万円増    0.8％増 

           職員及び任期付職員数の増加による給与費及び各種手当の増などによる。 

 

　（単位 ： 人 ）

区分 Ｈ２１ Ｈ２２ H２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

一般職員 663 630 612 563 615 648 656 640 657 665

退職者 41 18 73 36 37 54 67 53 62

採用者 8 0 24 88 70 62 51 70 70

職員数増減 △ 33 △ 18 △ 49 52 33 8 △ 16 17 8

※Ｈ29、Ｈ30の数値は見込みである。

※Ｈ23採用者には再任用職員を含み、Ｈ24以降の退職者、採用者には再任用職員及び任期付職員を含む。

【医療職を除いた職員数の状況】

 

 

 

・扶 助 費   39億32百万円   対前年度比 1億7百万円増    2.8％増 

障がい者自立支援給付事業91百万円の増、私立幼稚園施設型給付事業45

万円の増、認定こども園施設型給付・地域型保育給付事業24百万円の増な

どによる。 

 

・公 債 費   31億3百万円    対前年度比 65百万円増    2.1％増 

          据置期間終了に伴う元金償還の開始及び据置期間を置かない借入を行う

ことによる償還元金1億3百万円の増、高金利借入の償還完了及びマイナ

ス金利により新規借入分が低金利となったことに伴う償還利子38百万円

の減などによる。 

 

 

イ 投資的経費  ８０億４６百万円   対前年度比 △ 94百万円 △1.2％ 

  

・補助事業   55億71百万円    対前年度比 14億18百万円増 34.1％増 

被災地域農業復興総合支援事業（乾燥調製貯蔵施設）の再計上による10

億3百万円の増、農山村地域復興基盤総合整備事業（原町区）の2億91万

円の皆増、有害鳥獣焼却施設整備事業の1億86百万円の皆増、小高区商業

施設整備事業の1億45百万円の皆増、ごみ焼却施設基幹的整備改良事業の

1億円の増などによる。 
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・単独事業   21億81百万円    対前年度比 △3億7百万円 △12.3％ 

南相馬市テニスコート増設事業の完了による5億31百万円の皆減、広域消

防鹿島分署整備事業の2億49百万円の減、中小企業支援仮設施設整備事業

の1億52百万円の増、県立特別支援学校整備事業の54百万円の増などによ

る。 

 

・災害復旧事業  2億94百万円    対前年度比 △12億5百万円 △80.4％ 

過年発生公共災害復旧事業（都市公園施設）8億23百万円の皆減、過年発

生公共災害復旧事業（光ファイバー網）の2億4百万円の皆減、仮設校舎

敷地復旧事業の77百万円の減などによる。 

 

ウ そ の 他  ３１５億２３百万円  対前年度比 △74億70百万円 △19.2％ 

 

・物 件 費   147億9百万円   対前年度比 △62億46百万円 △29.8％ 

農業水利施設等保全再生事業（対策工）28億54百万円の減、事後モニタ

リング・フォローアップ除染事業の18億62百万円の皆減、農林業系廃棄

物処理加速化事業10億29百万円の皆減、災害廃棄物処理対策事業（生活

環境課）の5億12百万円の皆減、農業水利施設等保全再生事業の3億88百

万円の減、被災地域農業復興総合支援事業の10億3百万円の増などによる。 

 

・補助費等    78億16百万円   対前年度比 8億44百万円増 12.1％増 

ふるさと応援寄附金協働のまちづくり事業助成金の3億48百万円の増、営

農再開支援農地保全管理事業補助金（小高区）の2億45百万円の増、福島

県営農再開支援事業補助金の1億25百万円の増、ふるさと帰還促進事業の

97百万円の皆増、プレミアム付事業再開・帰還促進券発行事業の75百万

円の増などによる。 

 

・そ の 他    89億98百万円   対前年度比 △20億68百万円 △18.7％ 

           帰還環境整備交付金基金積立金15億20百万円の減、工場用地等整備事業

特別会計繰出金6億15百万円の減、農業集落排水事業特別会計繰出金の47

百万円の減、ふるさと応援基金積立金の4億82百万円の増などによる。 
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一般会計歳出性質別分類表

（単位：千円 ・ ％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

人 件 費 4,988,286 9.7 4,948,157 8.4 40,129 0.8

扶 助 費 3,932,242 7.6 3,824,801 6.5 107,441 2.8

公 債 費 3,102,573 6.0 3,037,774 5.2 64,799 2.1

小　　　計 12,023,101 23.3 11,810,732 20.1 212,369 1.8

普 通 建 設 事 業 7,751,696 15.0 6,640,730 11.2 1,110,966 16.7

うち補助事業 5,571,155 10.8 4,153,486 7.0 1,417,669 34.1

うち単独事業 2,180,541 4.2 2,487,244 4.2 △ 306,703 △ 12.3

災 害 復 旧 事 業 294,449 0.6 1,499,146 2.5 △ 1,204,697 △ 80.4

小　　　計 8,046,145 15.6 8,139,876 13.7 △ 93,731 △ 1.2

物 件 費 14,709,221 28.6 20,955,359 35.6 △ 6,246,138 △ 29.8

補 助 費 等 7,815,576 15.1 6,971,432 11.8 844,144 12.1

そ の 他 8,998,450 17.4 11,066,454 18.8 △ 2,068,004 △ 18.7

小　　　計 31,523,247 61.1 38,993,245 66.2 △ 7,469,998 △ 19.2

51,592,493 100.0 58,943,853 100.0 △ 7,351,360 △ 12.5

　区　　　　分

平成３０年度
当初予算額

平成２９年度
当初予算額

比　較 増減率
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３ 平成 30年度 特別会計 当初予算の概要（10会計） 

 

①国民健康保険特別会計 
国民健康保険制度改革に伴い平成30年度から広域化が実施され、財政運営の責

任主体を福島県が担うことになったことから、予算科目が大きく変更となった。 
これまで同様に国民健康保険税の本算定前の暫定的な予算措置であるものの、

保険給付費などを計上するもので、制度改正の影響や被保険者数の減少により、

対前年比 2,319,532千円（19.7%）減少し、歳入歳出総額が 9,466,740千円と
なった。 

 
②介護保険特別会計 
保険給付費などを計上するもので、介護保険サービス提供事業所の拡充に伴う

サービス利用量の増加を見込み、対前年比 230,705千円（3.3%）増加し、歳入
歳出総額が 7,126,134千円となった。 
 

③育英資金貸付特別会計 
育英資金の貸付金などを計上するもので、前年度の実績から貸付希望者を見込

み、対前年比 1,909千円（4.7%）減少し、歳入歳出総額が 39,003千円となっ
た。 

 
④簡易水道事業特別会計 
簡易水道事業（小高区）の管理運営費などを計上するもので、水道施設遠隔監

視システム更新工事の完了などにより、対前年比 50,986千円（34.8%）減少し、
歳入歳出総額が 95,630千円となった。 

 
⑤介護サービス事業特別会計 
鹿島第１・第２デイサービスセンターの施設管理費などを計上するもので、第

１デイサービスセンターの空調機改修工事の実施により対前年比 22,876千円
（134.2%）増加し、歳入歳出総額が 39,921千円となった。 

 
⑥亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計 
亜炭鉱害（鹿島区）に係る水処理施設などの維持管理費を計上するもので、ポ

ンプ改修工事の完了などにより対前年比 5,803千円（25.3%）減少し、歳入歳
出総額が 17,168千円となった。 
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⑦農業集落排水事業特別会計 
農業集落排水事業（鹿島区）の施設維持管理費などを計上するもので、鹿島北

部地区排水処理施設更新事業の完了などにより、対前年比 56,622千円（15.8%）
減少し、歳入歳出総額が 301,040千円となった。 

 
⑧工場用地等整備事業特別会計 
工場用地の整備費、維持管理費などを計上するもので、渋佐・萱浜工業用地の

第１期工事の完了などにより、対前年比 614,559千円（17.6%）減少し、歳入
歳出総額が 2,887,139千円となった。 

 
⑨太田財産区特別会計 
太田財産区（原町区）の管理運営費などを計上するもので、対前年比 6千円

（0.6%）減少し、歳入歳出総額が 1,006千円となった。 
 
⑩後期高齢者医療特別会計 
広域連合の方針に基づく予算措置として計上するもので、所得割軽減措置の廃

止に伴う保険料の納入増に伴う納付金の増などにより、対前年比 49,125千円
（6.4%）増加し、歳入歳出総額が 816,029千円となった。 
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４ 平成 30年度 企業会計 当初予算の概要（ 4会計） 

 

①水道事業会計 
収益的支出については、小高水道事業では委託業務の減少に伴い業務費などで

減となる一方で、原町水道事業では牛越浄水場資材倉庫解体に伴い資産減耗費で

増となることなどにより、全体では対前年比 90,168千円（10.1%）増加し、
983,486千円となった。 
資本的支出については、小高水道事業では配水管布設工事の増加に伴い配水設

備費で増となる一方で、原町水道事業では工事の減少に伴い原水及び浄水設備費、

配水設備費で減となることなどにより、全体では対前年比  344,729千円
（38.0%）減少し、562,833千円となった。 

 
②病院事業会計 
収益的支出については、総合病院では人工透析外来診療開始に伴う材料費や院

内保育所開所に伴う委託料などで、小高病院では給与費などで、それぞれ増によ

り、対前年比 251,243千円（4.6%）増加し、5,712,198千円となった。 
資本的支出については、総合病院で院内保育所整備の完了に伴う建物建設費の

減などにより、対前年比 115,888 千円（12.3%）減少し、828,474 千円とな
った。 

 
③工業用水道事業会計 
収益的支出については、牛来浄水場汚泥掻寄機修繕の完了に伴う原水及び浄配

水費の減などにより、対前年比 1,103千円（0.3%）減少し、351,185千円とな
った。 
資本的支出については、アセットマネジメントに基づく電気室電気盤などの更

新に伴う原水及び浄水設備費の増などにより、対前年比 52,101千円（46.3%）
増加し、164,746千円となった。 

 
④下水道事業会計 
収益的支出については、保管庫沈砂処理の開始に伴う処理場費の増などにより、

対前年比 2,761千円（0.2%）増加し、1,591,088千円となった。 
資本的支出については、原町第一下水処理場改築機械設備工事の完了に伴う処

理場建設費の減などにより、対前年比51,659千円（3.1%）減少し、1,603,686
千円となった。 



                     

 

- 21 - 

５ 平成 30 年度行政経営方針に掲げる方針別主要施策一覧 

 
○区 分：新 ⇒ 新規の事業 

拡 ⇒ 拡充を図った事業 

継 ⇒ 継続費設定事業 

○予算額の単位：千円 

○ページ：主要事務事業一覧に掲載のページ 

＊一覧の掲載順序は予算科目（款項目）順となっております。 

 

最重点方針１ 復興のさらなる推進 
 

○人材確保策の推進 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

企画課 公立双葉准看護学院再開負担金 25,250 52

幼児教育課 保育士宿舎借り上げ支援事業補助金 1,680 74

幼児教育課 保育士等人材確保事業 1,073 82

拡 長寿福祉課 介護員養成事業 16,735 90

健康づくり課 看護師等修学資金貸与事業 69,359 108

健康づくり課 看護師確保推進事業 2,273 110

幼児教育課 幼稚園教諭宿舎借り上げ支援事業補助金 840 194 
 

○「ロボットのまち南相馬」の定着化 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

商工労政課 ロボット導入促進事業補助金 4,000 150

商工労政課 ロボット実証実験支援事業助成金 14,000 152

商工労政課 ロボット産業推進事業 7,403 156

商工労政課 ロボット産業協議会運営費補助金 4,224 160

継 商工労政課
渋佐・萱浜工業用地造成事業（第2期）
（工場用地等整備事業特別会計）

1,821,696 232
 

 

○産業の再生と振興 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

継 生活環境課 有害鳥獣焼却施設整備事業 185,760 116

農政課 水田農業改革支援事業補助金 16,400 120

農政課 チャレンジ作物支援事業補助金 2,000 120

鹿島区産業建設課 有害鳥獣被害防止総合対策事業補助金（鹿島区） 899 122

農政課 有害鳥獣被害防止総合対策事業補助金（原町区） 3,613 122

拡 農政課 経営改善支援事業 20,706 122

農政課 農業チャレンジマッチング事業 814 124

農政課 地域ブランド品開発・地域活性化推進事業 5,401 126 
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鹿島区産業建設課 中山間地域等直接支払交付金事業（鹿島区） 11,601 128

農林整備課 多面的機能支払交付金 159,991 128

農政課 人・農地問題解決加速化支援事業 4,448 130

鹿島区産業建設課 鮭繁殖事業補助金（鹿島区） 1,240 132

農政課 鮭繁殖事業補助金（原町区） 240 132

農政課 福島県営農再開支援事業補助金 388,354 132

鹿島区産業建設課 営農再開支援農地保全管理事業補助金（鹿島区） 155,062 134

農政課 営農再開支援農地保全管理事業補助金（原町区） 99,437 134

農林整備課 農山漁村地域復興基盤総合整備事業負担金 522,145 134

鹿島区産業建設課 水産業共同利用施設復興整備事業 20,384 136

農林整備課 農山村地域復興基盤総合整備事業負担金 185,823 136

農政課 南相馬市産農林水産物ＰＲ事業 2,103 138

農政課 被災地域農業復興総合支援事業 2,000,000 140

継 農政課 被災地域農業復興総合支援事業（乾燥調製貯蔵施設） 2,006,124 142

農林整備課 ダム幹線水路施設保全事業（原町区） 94,488 142

拡 農政課 鳥獣被害防止緊急対策事業 93,734 144

拡 鹿島区産業建設課 鳥獣被害防止緊急対策事業（鹿島区） 24,298 144

拡 農政課 鳥獣被害防止緊急対策事業（原町区） 17,737 144

新 農林整備課 農山村地域復興基盤総合整備事業（原町区） 291,174 144

商工労政課 基盤技術産業高度化支援事業補助金 10,000 150

商工労政課 国際認証等取得支援助成金 3,000 152

商工労政課 中小企業販路拡大支援事業補助金 2,500 152

商工労政課 ふくしま復興特別資金等信用保証料補助金 17,839 160

商工労政課 基盤技術産業育成支援助成金 55,212 162

新 商工労政課 インターネットショッピングモール出店支援事業 3,156 164

農林整備課 過年発生公共災害復旧事業（農地農業用施設）（原町区） 19,820 216

農林整備課 過年発生公共災害復旧事業（農地農業用施設・県営） 3,735 216

継 商工労政課 下太田工業用地造成事業（工場用地等整備事業特別会計） 991,241 232

継 商工労政課
（再掲）渋佐・萱浜工業用地造成事業（第2期）
（工場用地等整備事業特別会計）

1,821,696 232
 

 

○災害に強い都市基盤の整備 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

農林整備課 海岸防災林造成関連事業 3,650 136

建築住宅課 木造住宅耐震改修支援事業補助金 1,000 168

建築住宅課 木造住宅耐震診断者派遣事業 2,020 168

土木課 社会資本整備総合交付金事業（復興）　※河川 522,900 174

土木課 社会資本整備総合交付金事業（復興）　※道路 261,100 178

危機管理課 避難所用防災倉庫整備事業 29,539 182

下水道課 管渠整備事業（下水道事業会計） 540,562 262 
 



                     

 

- 23 - 

○放射性物質への不安払しょくに向けた取組 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

環境回復推進課 除去土壌等仮置場維持管理事業 2,130,786 90

健康づくり課 健康管理支援事業（個人線量計） 81,330 112

健康づくり課 放射線被ばく検診事業 103,803 112

健康づくり課 放射線健康相談事業 44,242 114

生活環境課 食品等放射能簡易分析事業 32,642 114

生活環境課 飲用井戸水核種濃度及び水質測定事業 28,512 114

農林整備課 農業水利施設等保全再生事業 1,419 138

継 農林整備課 農業水利施設等保全再生事業（対策工） 2,148,170 140

農政課 農産物等放射能測定事業 22,973 142

農林整備課 ふくしま森林再生事業 124,700 146

新 農林整備課 里山再生モデル事業 19,000 148

商工労政課 工業製品放射線量測定事業 3,175 164 
 

○地域医療・福祉提供体制の充実 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

社会福祉課 地域福祉総合対策事業補助金 11,749 64

社会福祉課 地域福祉計画策定事業 6,474 66

拡 社会福祉課 生活困窮者自立支援事業 20,186 66

社会福祉課 障がい者相談支援事業 27,000 66

社会福祉課 障がい者自立支援給付事業 963,359 66

拡 社会福祉課 障がい者日常生活用具給付事業 16,168 68

社会福祉課 重度心身障がい者医療費助成事業 26,615 68

社会福祉課 人工透析通院交通費助成事業 4,277 68

長寿福祉課 地域医療介護総合確保基金事業補助金 37,589 68

鹿島区地域振興課 南相馬市鹿島区不採算地区公的病院等運営費補助金 71,920 92

健康づくり課 地域医療提供体制整備事業補助金 50,000 106

健康づくり課 保健医療専門職等雇用事業 13,364 108

健康づくり課 被災市町村健康推進事業 12,951 108

長寿福祉課 包括的支援事業（介護保険特別会計） 109,162 222

継 総合病院
総合病院大規模改修事業（緊急改修工事・第1
期工事）（病院事業会計）

243,209 252
 

 

○高齢者が健康で活躍できる環境の整備 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

長寿福祉課 老人クラブ活動等社会活動促進事業補助金 4,720 68

長寿福祉課 外出支援サービス事業 5,735 70

長寿福祉課 敬老祝金等支給事業 14,829 70

長寿福祉課 軽度生活援助事業 6,912 70

長寿福祉課 高齢者にやさしい住まいづくり助成事業 8,233 72

長寿福祉課 緊急通報システム事業 14,588 72

長寿福祉課 高齢者賀寿事業 746 72 
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長寿福祉課 高齢者見守り等支援緊急通報システム設置事業 839 86

長寿福祉課 高齢者等生活支援巡回バス運行事業 23,969 86

長寿福祉課 仮設住宅入居者等高齢者見守り事業 11,323 86

長寿福祉課 シルバー人材センター運営費補助金 10,739 116 
 

○公共交通の充実 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

企画課 地方路線バス維持対策事業補助金 17,336 44

企画課 地方路線バス維持対策事業 7,596 48

企画課 総合交通体系再構築事業 24,916 62 
 

○市民活動の活性化に向けた支援 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

総務課 まちづくり活動支援事業補助金 5,100 38

総務課 ふるさと応援寄附金協働のまちづくり事業助成金 456,143 40

総務課 まちづくり市民活動団体支援事業 22,691 40

被災者支援・定住推進課 被災者支援団体活動事業補助金 43,590 52

文化スポーツ課 文化芸術祭事業 4,300 198 
 

○地域コミュニティの再生 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

総務課 まちづくり委員会支援交付金 7,000 38

鹿島区地域振興課 集会施設整備事業補助金（鹿島区） 21,323 46

総務課 集会施設整備事業補助金（原町区） 40,614 48

鹿島区地域振興課 地域の絆づくり支援事業補助金（鹿島区） 5,200 50

総務課 地域の絆づくり支援事業補助金（原町区） 11,650 50 
 

○復興事業の推進に伴う安全の確保 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

生活環境課 交通対策一般経費 12,834 42

生活環境課 交通対策協議会運営費補助金 3,000 44

生活環境課 復興事業等・地域安全連絡協議会運営費補助金 600 52

生活環境課 防犯カメラ設置事業（旧避難指示区域外） 5,195 58

生活環境課 空家等対策推進事業 29,134 96 
 

○省エネの推進と家庭・企業における再生可能エネルギーの活用促進 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

新エネルギー推進課 再生可能エネルギー導入促進事業 5,555 40

新エネルギー推進課 自家消費型太陽光発電促進支援事業補助金 70,297 56

新エネルギー推進課 沿岸部大規模太陽光発電事業用地取得事業 289,444 58 
 

○全国植樹祭等の場を活用した、復興状況の積極的な発信 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

農林整備課 全国植樹祭開催推進事業 13,964 130 
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○その他 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

企画課 復興まちづくり推進事業 3,819 52

秘書課 南相馬チャンネル管理運営事業秘書課 50,143 54

情報政策課 南相馬チャンネル管理運営事業情報政策課 25,903 54

被災者支援・定住推進課 市外避難者支援事業 2,542 54

生活環境課 なんでも相談事業 6,971 54

拡 情報政策課 南相馬チャンネル整備事業 86,681 56

新 鹿島区地域振興課 鹿島駅周辺環境整備事業（鹿島区） 12,995 56

健康づくり課 心のケア事業 1,451 64

生活環境課 災害廃棄物処理代行事業負担金 150,000 86

健康づくり課 県外避難者健診体制整備事業 1,296 108

下水道課 浄化槽設置整備復興事業補助金 41,340 110

農政課 農業系汚染廃棄物仮置事業 34,542 138

新・継 都市計画課 用途地域見直し事業 6,016 170

継 下水道課 特別都市下水路改修事業 78,459 170

都市計画課 移転促進区域等土地権利等調査事業 5,124 172

都市計画課 津波被災地立竹木等撤去事業 43,100 174

都市計画課 防災集団移転関連環境整備事業 30,430 174

新 建築住宅課 既存住宅状況調査技術者派遣事業 1,500 174

土木課 防災集団移転関連道路整備事業 153,000 174

建築住宅課 がけ地近接等危険住宅移転事業補助金（債務負担） 125,000 176

建築住宅課 被災住宅再建支援事業補助金（債務負担）※津波分 56,400 176

建築住宅課 被災住宅再建支援事業補助金（債務負担）※地震分 28,200 176

危機管理課 防災まちづくり事業 17,703 180

拡 危機管理課 消防施設整備事業 51,494 180

継 危機管理課 広域消防鹿島分署整備事業 52,102 180

危機管理課 市総合防災訓練事業 2,709 180

危機管理課 地域防災推進事業 9,958 182

危機管理課 防災士養成研修事業 804 182 
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最重点方針２ 旧避難指示区域の再生 

○生活環境の整備 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

小高区地域振興課 小高区まちなか花いっぱい事業 923 44

生活環境課 防犯カメラ設置事業（旧避難指示区域内） 4,242 58

小高区市民福祉課 旧避難指示区域見守りパトロール事業 111,536 62

小高区市民福祉課 旧避難指示区域安心通報システム事業 12,139 64

拡 生活環境課 居住再開支援住宅清掃事業補助金 28,800 114

小高区産業建設課 有害鳥獣被害防止総合対策事業補助金（小高区） 1,291 120

小高区産業建設課 鮭繁殖事業補助金（小高区） 24 130

小高区産業建設課 営農再開支援農地保全管理事業補助金（小高区） 589,816 134

拡 農政課 水稲作付再開奨励事業 18,688 140

新・継 小高区産業建設課 営農再開支援水利施設等保全事業（施設改修）（小高区） 184,014 142

拡 小高区産業建設課 鳥獣被害防止緊急対策事業（小高区） 10,253 144

小高区産業建設課 農道維持管理事業（小高区） 23,908 146

継 小高区産業建設課 農山村地域復興基盤総合整備事業（小高区） 55,899 146

小高区産業建設課 林道維持管理事業（小高区） 1,549 148

小高区産業建設課 市営住宅生活環境整備事業（小高区） 14,042 178

土木課 復興地域づくり加速化事業 69,336 178

新 小高区産業建設課 復興地域づくり加速化事業（小高区） 2,130 178

土木課 旧避難指示区域等河川環境整備事業 31,724 180

小高区産業建設課 過年発生公共災害復旧事業（農地農業用施設）（小高区） 170,900 216

土木課 過年発生公共災害復旧事業（道路橋梁施設） 62,460 218

小高区産業建設課 過年発生単独災害復旧事業（河川施設）（小高区） 13,000 218

新 小高区産業建設課 過年発生単独災害復旧事業（市営住宅）（小高区） 9,483 218

水道課 小高北部簡易水道整備事業（簡易水道事業特別会計） 1,826 228

水道課 小高西部簡易水道整備事業（簡易水道事業特別会計） 1,804 228

水道課 配水設備事業（水道事業会計） 46,531 240

水道課 消火栓設置事業（水道事業会計） 890 240 
 

○買い物ができる環境の確保 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

新 小高区産業建設課 小高区商業施設運営費補助金（小高区） 1,256 162

継 小高区産業建設課 小高区商業施設整備事業 144,984 164

小高区産業建設課 小高区仮設店舗開設事業（小高区） 26,091 164 
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○子育て環境の整備 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

幼児教育課 放課後子ども教室推進事業 2,464 92

学校教育課 臨時スクールバス等運行事業 181,322 210

新 教育総務課 小高区学校施設環境回復事業 11,238 210 
 

○公共交通対策 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

被災者支援・定住推進課 一時帰宅等交通支援事業 72,559 60 
 

○地域コミュニティの再生 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

小高区地域振興課 小高区庁舎和みの広場事業補助金 1,678 44

小高区地域振興課 集会施設整備事業補助金（小高区） 15,773 46

小高区地域振興課 地域の絆づくり支援事業補助金（小高区） 3,700 48

小高区地域振興課 小高区行政区座談会事業 469 64

文化スポーツ課 七夕コンサート事業補助金（小高区） 1,000 212

文化スポーツ課 紅梅の里・親と子の絆づくり体験事業 998 212 
 

○民間との協働による生活支援の推進 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

小高区地域振興課 小高区復興デザイン協働創生事業 11,163 60 
 

○「小高復興アクション・プラン」の推進 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

拡 小高区地域振興課 高校生による小高区での実践事業 1,260 60

新 小高区市民福祉課 みんなで草刈ポイント事業 1,000 116

文化財課 浦尻貝塚史跡整備事業 20,462 200

文化財課 大悲山石仏保存修理事業 28,656 200 
 

○その他 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

新 被災者支援・定住推進課 ふるさと帰還促進事業 112,139 62

新 小高区産業建設課 農家民宿支援事業補助金（小高区） 763 126

小高区産業建設課 相馬野馬追事業補助金（小高区） 16,874 156

小高区産業建設課 小高区イベント事業補助金（小高区） 6,687 156 
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最重点方針３ 生産年齢人口の拡大 

 

〇移住・定住の促進 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

拡 被災者支援・定住推進課 婚活支援事業 619 40

拡 被災者支援・定住推進課 移住定住推進事業 24,444 42

拡 被災者支援・定住推進課 地域おこし協力隊活動事業 54,335 42

商工労政課 市内事業所情報発信事業 2,625 118

商工労政課 中小企業若年労働者定着支援事業 1,400 118

商工労政課 ＵＩターン就職支援助成事業 2,620 118

商工労政課 新卒者就職支援事業 2,012 118

商工労政課 地域産業情報収集発信事業（原子力災害対応雇用支援） 9,203 118

建築住宅課 就業等人材確保住宅整備事業 42,653 178 
 

○魅力的な就労の場の確保 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

商工労政課 魅力ある職場環境づくり事業補助金 4,890 116

商工労政課 企業立地促進事業助成金 334,683 150

商工労政課 情報通信系企業立地促進補助金 3,450 152

拡 商工労政課 産業復興・企業誘致促進事業 9,448 158 
 

○地域における創業支援 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

商工労政課 産業支援センター運営費補助金 39,800 150 
 

○街なか賑わいの創出 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

拡 商工労政課 活力ある商店街支援事業補助金（原町区） 8,777 148

商工労政課 集客力を高めるイベント事業補助金 43,000 154

商工労政課 商店街空き店舗対策事業補助金 17,635 154

拡 商工労政課 プレミアム付事業再開・帰還促進券発行事業 617,150 154

鹿島区産業建設課 鹿島区イベント事業補助金（鹿島区） 5,500 156

商工労政課 街なか賑わい創出事業 9,848 158

拡 鹿島区産業建設課 街なかおもてなし事業（鹿島区） 2,341 162

都市計画課 原ノ町駅前広場整備事業 10,508 170 
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○交流人口の拡大 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

情報政策課 公衆無線ＬＡＮ環境構築事業 9,785 42

企画課 みなみそうま復興大学事業 17,958 56

鹿島区産業建設課 農家民宿支援事業補助金（鹿島区） 3,399 128

農政課 農家民宿支援事業補助金（原町区） 340 128

鹿島区産業建設課 相馬野馬追事業補助金(鹿島区) 14,044 156

観光交流課 相馬野馬追事業補助金（原町区） 23,620 156

観光交流課 姉妹都市相互派遣交流事業補助金 2,827 158

観光交流課 友好都市交流事業 2,109 158

観光交流課 田舎暮らし体験支援事業 1,281 158

観光交流課 復興支援ツアー誘致事業 4,666 160

観光交流課 復興観光ガイド活用事業 762 160

観光交流課 交流人口拡大支援事業 5,145 160

新 観光交流課 海資源活用推進事業 3,590 162

観光交流課 経済交流活性化推進事業 3,000 162

観光交流課 観光物産復興ＰＲ事業 3,353 164

文化スポーツ課 いわい将門ハーフマラソン大会参加事業補助金 1,400 202

文化スポーツ課 交流・滞在型スポーツ事業補助金 1,000 204

新 文化スポーツ課 復興「ありがとう」ホストタウン推進事業 12,968 204

文化スポーツ課 こども交流支援事業補助金 1,836 208

文化スポーツ課 南相馬市・杉並区スポーツ交流事業補助金 3,497 212

文化スポーツ課 スポーツ復興事業補助金 5,254 214 
 

○妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援体制の構築 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

男女共同こども課 家庭児童相談事業 3,770 72

幼児教育課 延長保育促進事業補助金 600 74

幼児教育課 障がい児保育事業補助金（原町区） 3,357 74

男女共同こども課 子育て応援基金助成事業 15,000 74

幼児教育課 認定こども園・地域型保育事業所保護者助成事業補助金 25,723 74

幼児教育課 保育体制強化事業補助金 3,240 76

幼児教育課 認可外保育所入所者支援事業 21,411 76

男女共同こども課 ファミリーサポート推進事業 3,822 76

男女共同こども課 発達障がい等児童早期発見・早期支援事業 2,428 78

男女共同こども課 子育て応援情報交流事業 1,913 78

男女共同こども課 ようこそ赤ちゃん誕生祝い品支給事業 8,061 78

男女共同こども課 ひとり親家庭ファミリーサポートセンター利用者支援事業 204 78

男女共同こども課 児童虐待防止対策事業 11,979 80

男女共同こども課 児童手当支給事業 825,495 80

男女共同こども課 児童扶養手当支給事業 189,524 80

社会福祉課 障がい児通所支援事業 189,526 82

拡 幼児教育課 放課後児童健全育成事業 102,399 82 
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拡 幼児教育課 子育て支援センター管理運営事業 15,897 82

拡 幼児教育課 一時預かり事業 13,945 82

男女共同こども課 ひとり親家庭医療費助成事業 5,598 84

男女共同こども課 みんなの遊び場管理運営事業 6,789 86

拡 幼児教育課 被災児童の心のケア支援事業 22,238 88

男女共同こども課 子どもの遊び場管理運営事業 3,138 90

拡 健康づくり課 フッ化物洗口事業 809 94

拡 健康づくり課 歯科保健事業 3,995 94

健康づくり課 子育て世代包括支援センター事業 8,143 96

健康づくり課 産後ケア事業 2,538 98

健康づくり課 母子保健事業 61,457 98

健康づくり課 小児用インフルエンザ予防接種支援事業 16,733 112

学校教育課 学校不適応対策事業 8,149 184

拡 学校教育課 介助員配置事業 22,197 184

学校教育課 学習支援事業 59,005 184

幼児教育課 幼稚園就園奨励費補助金 21,805 192

幼児教育課 私立幼稚園振興事業補助金 1,524 192

幼児教育課 私立幼稚園保護者助成事業補助金 30,584 194

幼児教育課 一時預かり事業（幼稚園型） 8,763 194

幼児教育課 幼稚園預かり保育事業 26,955 194 
 

○子どもの医療環境の確保 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

健康づくり課 夜間小児科・内科初期救急医療事業 8,582 94 
 

○生きぬく力の育成 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

学校教育課 基礎学力向上対策事業 8,656 182

学校教育課 学校教育支援センター事業 8,328 184

学校教育課 外国語指導助手配置事業 44,780 184

学校教育課 学校司書配置事業 11,539 186

教育総務課 ロボット活用スクールチャレンジ事業 1,633 186

新 教育総務課 ＩＴプログラミングキャンプ事業 9,913 186

学校教育課 音楽・スポーツ大会等補助金　※小学校 2,447 188

学校教育課 体験活動等支援事業 18,959 188

学校教育課 小学校部活動支援事業 2,400 188

学校教育課 音楽・スポーツ大会等補助金　※中学校 17,799 190

学校教育課 日英子供交流事業（原町区） 2,200 190

学校教育課 外部講師招へい事業補助金 5,100 190

学校教育課 体験活動等支援事業 5,194 190

学校教育課 中学校部活動支援事業 8,357 192

学校教育課 キャリア教育支援事業 1,421 192

文化スポーツ課 子ども自然体験学習事業 749 196 



                     

 

- 31 - 

文化スポーツ課 スポーツ少年団選手派遣事業補助金 1,670 202

文化スポーツ課 スポーツ大会等出場激励金 2,223 204

学校教育課 学習塾等と連携した学力強化推進事業 5,491 206

中央図書館 学校図書館支援事業 23,269 206

学校教育課 スーパーティーチャー招へい事業 3,787 208

学校教育課 ＩＣＴ利活用教育推進事業 31,249 208

新 学校教育課 教育先進地との教員交流研修事業 999 208

学校教育課 複式学級解消事業 10,661 210

学校教育課 児童生徒の健康を守る安全・安心対策支援事業 1,123 210

文化スポーツ課 子どもスポーツ活動促進事業 1,750 214 
 

○高校生等のまちづくりへの参画の促進 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

小高区地域振興課 （再掲）高校生による小高区での実践事業 1,260 60 
 

○未来を担う地域リーダーの育成 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

総務課 南相馬みらい創造塾事業 2,310 40

農政課 青年就農給付金事業 5,250 124

農政課 農業経営人材育成事業 2,661 124 
 

○その他 
区分 担当課 事業名 予算額 ページ

男女共同こども課 ひとり親家庭総合支援事業 5,484 84

幼児教育課 私立保育所等給食検査体制事業補助金 1,200 90

幼児教育課 保育所給食検査体制整備事業 16,483 90

拡 学校教育課 いじめ問題対策事業 2,374 186

文化スポーツ課 体育施設整備事業 40,690 206

教育総務課 小中学校トイレ洋式化事業 158,353 206

教育総務課 公立学校適正化推進事業 529 206

学校教育課 学校給食検査体制整備事業 17,526 214 
 

 

 

 

100年のまちづくり 家族や友人とともに暮らし続けるために 

 

区分 担当課 事業名 予算額 ページ

拡 企画課 復興総合計画策定事業 18,900 56

新 鹿島区地域振興課 被災者支援格差解消事業（高速道路通行料） 770 60

拡 建築住宅課 若者等世帯定住促進事業 53,000 176 


